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【両法律の概要】

■民法等の一部を改正する法律（令和３年法律第２４号）

■相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律（令和３年法律第２５号）

民法等一部改正法・相続土地国庫帰属法の概要

所有者不明土地等の発生予防と利用の円滑化の両面から総合的に民事基本法制を見直し

② 住所等変更登記の義務化
・ 他の公的機関（住基ネット等）から取得

した情報に基づき、登記官が職権的に変更
登記をする方策を併せて導入

① 相続登記の義務化
・ 相続人申告登記の創設などの負担軽減

策・環境整備策をパッケージで併せて導入

○ 相続土地国庫帰属制度の創設

相続等により土地の所有権を取得
した者が、法務大臣の承認を受けて、
その土地の所有権を国庫に帰属させ
ることができる制度を創設

土地・建物等の利用に
関する民法の見直し

① 財産管理制度の見直し
・ 所有者不明・管理不全の土地・建物管理

制度等の創設
② 共有制度の見直し
・ 共有者不明の共有物の利用の円滑化
③ 相隣関係規定の見直し
・ ライフラインの設備設置権等の規律の整備
④ 相続制度の見直し
・ 長期間経過後の遺産分割の見直し

(①につき)
令和６年４月１日施行

各制度を分かりやすく説明したパンフレットは、こちらから

令和５年４月27日施行令和５年４月１日施行

令和３年４月２１日成立
同月２８日公布

など など

登記がされるようにするための
不動産登記制度の見直し

発生
予防

利用の
円滑化

土地を手放すための
制度の創設

発生
予防

(②につき)
令和８年４月１日施行
（※一部は令和8年2月2日施行）

法務省民事局

令和８年４月版
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所有者不明土地の解消に向けた民事基本法制の見直し

相続登記がされないこと等により、所有者不明土地（※）が発生

○ 相続登記の申請は義務ではなく、申請しなくても不利益を被ることは少ない
○ 都市部への人口移動や人口減少・高齢化の進展等により、地方を中心に、土地の所有意識が希薄化 ・ 土地を利用したいというニーズも低下
○ 遺産分割をしないまま相続が繰り返されると、土地共有者がねずみ算式に増加

○ 所有者の探索に多大な時間と費用が必要（戸籍・住民票の収集、現地訪問等の負担が大きい）
○ 所有者の所在等が不明な場合には、土地が管理されず放置されることが多い
○ 共有者が多数の場合や一部所在不明の場合、土地の管理・利用のために必要な合意形成が困難
⇒ 公共事業や復旧・復興事業が円滑に進まず、民間取引が阻害されるなど、土地の利活用を阻害
⇒ 土地が管理不全化し、隣接する土地への悪影響が発生

問題点

広場等としての利用が
困難となっている例
(出典：国交省)

背景

課題

〇  所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針（R７.6.６ 関係閣僚会議決定）
「令和６年４月に施行された相続登記の義務化について、…国民各層に行き渡る十分な周知を徹底する…相続土地国庫帰属制度、改正民法に基づく新

たな財産管理制度や遺産分割の見直し等についても、国民各層への十分な周知を徹底するとともに、運用状況を踏まえて必要に応じ対策を講ずる。さらに、こ
れらによる所有者不明土地の積極的解消を図るために十分な法務局･･･の体制整備や予算の確保に努める。」

〇 骨太の方針2025（R7.6.13 閣議決定）
「相続・住所氏名変更登記義務化の周知・体制強化や地籍調査・法務局地図作成を含む所有者不明土地等対策注とを一体的・総合的に推進す

る。」 （注）「所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針」（令和７年６月６日所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議決定）に基づく。

政府方針

など

※ 所有者不明土地とは・・・
①不動産登記簿により所有者が直ちに判明しない土地
②所有者が判明しても、その所在が不明で連絡が付かない土地

相続登記の未了
63％

住所変更登記
の未了  29％

原因

所有者不明土地の割合 
(R6国交省調査) 23 %

高齢化の進展による死亡者数の増加等により、今後ますます深刻化するおそれ
所有者不明土地問題の
解決は、喫緊の課題
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所有者不明土地の発生を予防する方策 不動産登記法の改正

※ 登記官がその者の氏名及び住所等を職権で登
記する（持分は登記されない報告的な登記）

相続に関する情報の
更新を図る方策

【背景】 相続登記がされないため、登記名義人の相続人（所有者）の探索に時間と費用が掛かり
用地買収等が妨げられるなどの指摘がある

①相続登記を義務化 ②登記名義人の死亡等の
事実の公示

義務の簡易な履行手段 相続登記の負担を軽減

・ 相続人が、登記名義人の法定相続
人である旨を申し出る（オンラインでも
可）。義務の履行手段の一つ

（単独で申告可・添付書面も簡略化・非課税）

⇒ 相続登記の義務を簡易に履行す
ることが可能

登記漏れの防止 自治体との連携

所有不動産記録証明
制度の新設
・ 特定の者が名義人となっ
ている不動産の一覧を証
明書として発行

⇒ 相続登記が必要な不
動産の把握が容易に

・ 自治体の「おくやみリ
スト」等に相続登記に
関する情報を追加

※ 自己所有不動産の一般的
確認方法としても利用可能

・ 固定資産納税通
知書の送付と併せて
新制度に関する資料
を提供※ 登記官がその者の氏名及び住所等を職権で

登記する（持分は登記されない報告的登記） など 

登録免許税の免税措置
R6.4.1施行

○ 不動産を取得した相続人に対し、その取得を知った日から３年以内に相続登
記をすることを義務付ける

○ 遺産分割がされた場合には、その成立日から３年以内に相続登記をすること
を義務付ける
※長期間経過後の遺産分割の見直しがされており、早期に遺産分割をすることが重要

○ 施行日前の相続でも、未登記であれば、義務化の対象（３年間の猶予期間あり）

○ 「正当な理由」がないのに登記を怠ったときは、10万円以下の過料の適用対象

R8.2.2施行

⇒ 登記で登記名義人の死亡
の有無の確認が可能に

○ 登記官が他の公的機関
（住基ネットなど）から死亡
等の情報を取得し、職権で
登記に符号（◇）で表示
する

・ 価額が100万円以下の土地に
係る相続登記等について、登録
免許税の免税措置を実施中
（令和９年３月31日まで）

・ 全国の法務局で相続登記の手
続案内を実施
・ 専門資格者団体と連携して相
談先情報を提供

相続人申告登記の新設

相談体制の充実

国民に身近な自治
体と連携した広報

R8.4.1施行R6.4.1施行
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相続人申告登記

相続登記の申請の義務化

○ 不動産を取得した相続人に対し、その取得を知った日
から３年以内に相続登記の申請をすることを義務付ける。

○ 正当な理由がないのにその申請を怠ったときは、１０
万円以下の過料に処することとする。

【問題の所在】

○ 相続発生後は、遺産分割がなければ全ての相続人が法定相続分の割合で不動産を取得
（共有）した状態となる

○ 現行法の下でも、この共有状態をそのまま登記に反映する方法（法定相続分での相続登
記）があるが、法定相続人の範囲及び法定相続分の割合の確定が必要であるため、
被相続人の出生から死亡に至るまでの戸除籍謄本等の書類の収集が必要
（登記申請に当たっての手続的な負担が大きい）

相続人が申請義務を簡易に履行することができるようにする 
観点から、新たな登記を設ける

相続登記の申請の義務化と相続人申告登記について R6.4.1
施行

【相続が発生してもそれに伴って相続登記がされない原因】

① 相続登記の申請が義務とされておらず、かつ、その申
請をしなくても相続人が不利益を被ることが少ない

② 相続をした土地の価値が乏しく、売却も困難である
場合には、費用や手間を掛けてまで登記の申請をする
インセンティブが働きにくい

○ ①所有権の登記名義人について相続が開始した旨と、②自らがその相続人である旨を
申請義務の履行期間内（３年以内）に登記官に対して申し出ることで、申請義務を履行
したものとみなす（登記簿に氏名・住所が記録された相続人の申請義務のみ履行したことになる。）

申出を受けた登記官は所要の審査をした上で、申出をした相続人の氏名・住所等を職権で登記に付記(非課税)
⇒ 登記簿を見ることで相続人の氏名・住所を容易に把握することが可能に

Ａ
所有権の登記名義人

（被相続人）

ＤＣＢ

生存している全ての法定相続人
による共有状態

… … …

【例】

相続人が複数存在する場合でも特定の相続人が単独で申出可（他の相続人の分も含めた代理申出も可）
申出手続（オンラインでの申出も可）において、押印・電子署名は不要
法定相続人の範囲・法定相続分の割合の確定が不要
添付書面は、申出をする相続人自身が被相続人（所有権の登記名義人）の相続人であることが分かる当該相続人の

戸籍謄本を提出することで足りる（資料収集の負担が軽減される） 
  法定相続情報番号（法定相続情報一覧図の番号）を提出すれば、戸籍謄本の添付は不要 4

【新第76条の2】

【新第164条第1項】

【新第76条の3】



相続登記の申請の義務化に関する経過措置について

 （基本的なルール）

○ 施行日（R6.4.1）前に相続が発生していたケースについても、登記の申請義務は課される。

○ 申請義務の履行期間については、施行前からスタートしないように配慮

具体的には、施行日とそれぞれの要件を充足した日のいずれか遅い日から法定の期間（３年間）が
スタートする。

＜施行日前に相続が発生していたケース＞

相続登記申請義務の履行期間

（施行日から３年間）

相続による
所有権の取得

を知った日

施行日
（R6.4.1）

相続登記の申請の義務化関係

【改正法附則第5条第6項】

相続発生

R6.4.1
施行
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相続登記の申請の義務化と過料について

「正当な理由」が認められる類型を明示
これらに該当しない場合でも、登記官が個別事情を丁寧に確認して、判断する

過料の要件・手続など

○ 過料とは

・ 法律秩序を維持するために、法令に違反した場合に制裁として科せられる行政上の秩序罰（罰金のような刑事罰とは異なるもの）

・ 国が科する過料については、基本的に裁判所における過料の手続を経る。裁判所は法務局からの通知で事実を把握する。

今回の不動産登記法改正では、「正当な理由」がないのに登記申請義務に違反した場合には１０万円以下
の過料の適用対象となる 【新第164条第1項】

R6.4.1
施行

相続登記の
申請義務違
反を把握

登記官 相続人

義務の履行
を催告

正当な理由なく申請を
しなかった場合

過料事件の

通知

要件に該当するか否かを判
断し、過料を科する旨の裁
判をする

（手続の内容） 催告に応じて申請をした場合 過料事件の通知はされない

○ 具体的な運用方針について、令和５年３月に公表した「相続登記の申請義務化の施行に向けたマスタープラン」に
おいて、以下の内容等を明示（本運用方針に沿った法務省令及び通達をそれぞれ同年７月及び９月に公表）

国民の自発的登記申請を促しつつ、法務局における運用の透明性・公平性を十分に確保する

登記官が申請義務違反の事実を把握しても、直ちに裁判所への通知（過料通知）は行わず、あらかじめ申請
義務を負う者に催告を実施する

催告に応じて相続登記を申請した場合は、過料通知は行わない

①数次相続が発生して相続人が極めて多数に上り、かつ、戸籍関係書類等の収集や他の相続人の把握等に多
くの時間を要する場合、②遺言の有効性等が争われている場合、③重病等である場合、④ＤＶ被害者等である
場合、⑤経済的に困窮している場合

（「正当な理由」が認められる類型）
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所有者不明土地の発生を予防する方策

【背景】
 住所等変更登記は義務ではない
 自然人・法人を問わず、転居・本店移

転等のたびに登記するのには負担を感じ、
放置されがちである

※ 都市部では所有者不明土地の主な原因との
調査結果もある

住所等変更未登記への対応

➊ 

➊ 登記申請の際等に、氏名・住所のほか、生年月日等の「検索用情報」の申出を行う

❷ 登記官が、検索用情報等を用いて住民基本台帳ネットワークシステムに対して、少なくとも
２年に１回照会し、所有権の登記名義人の氏名・住所等の異動情報を取得する

❸ 登記官が、取得した情報に基づき、登記名義人に住所等の変更の登記をすることについて
確認をとった上で、職権で変更の登記をする（非課税）

❷
❸ 

○ 所有権の登記名義人に対し、住所等の変更日から２年以内にその変更
登記をすることを義務付ける

❷

❸ 

➊

不動産登記
システム

不動産登記
システム

➊ 法人が所有権の登記名義人となっている不動産について、会社法人等番号を登記事項に
追加する

❷ 商業・法人登記簿上で法人の名称や住所の変更があった都度、商業・法人登記システム
から不動産登記システムに対し、その情報を提供する

❸ 取得した情報に基づき、登記官が職権で変更の登記をする（非課税）

自然人の場合

法人の場合

スマート変更登記でらくらく安心！

住民基本
台帳ネットワーク

システム

商業・
法人登記
システム

不動産登記法の改正

R8.4.1施行

○ 施行日前の住所等の変更でも、未登記であれば、義務化の対象（２年間の猶
予期間あり）

住所等変更登記を義務化

R7.4.21施行

R6.4.1施行

○ かんたん・無料のスマート変更登記の手続をしておけば、住所等の変更があ
るたびに登記申請をしなくても、登記官の職権で住所等変更登記がされる

○ 「正当な理由」がないのに登記を怠ったときは、５万円以下の過料の適用対象
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住所変更登記等の申請の義務化に関する経過措置について

 （基本的なルール）

○ 施行日（R8.4.1）前に住所等変更が発生していたケースについても、登記の申請義務は課される。

○ 申請義務の履行期間については、施行前からスタートしないように配慮

具体的には、施行日とそれぞれの要件を充足した日のいずれか遅い日から法定の期間（２年間）がス
タートする。

＜施行日前に住所等変更が発生していたケース＞

施行日
R8.4.1

住所変更登記等の申請の義務化関係

【改正法附則第5条第7項】

氏名・住所等
に変更が

発生した日

住所変更登記等の申請義務の
履行期間

（施行日から２年間）

R8.4.1
施行
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死亡についての符号の表示

Ａ

【現状】

○ 現行法の下では、特定の不動産の所有権の登記名義人が死亡しても、一般に、申請に基づいて
相続登記等がされない限り、当該登記名義人が死亡した事実は不動産登記簿に公示されないため、
登記記録から所有権の登記名義人の死亡の有無を確認することができない。

○ もっとも、民間事業や公共事業の計画段階等においては、死亡の有無の確認が可能になれば、所
有者の特定やその後の交渉に手間やコストを要する土地や地域を避けることが可能になり、事業用
地の選定がより円滑になることから、所有権の登記名義人の死亡情報をできるだけ登記に反映させ
るべきであるとの指摘がされている。

所有権の登記名義人の相続に関する不動産登記情報の更新を図る方策の一つとして、登記官が他の公的機関から

取得した死亡情報に基づいて不動産登記に死亡の事実を符号によって表示する制度を新設

⇒ 登記を見ればその不動産の所有権の登記名義人の死亡の事実を確認することが可能となる。

所有権の登記名義人の死亡についての符号の表示について

死亡情報
を取得

 （手続の内容）

死亡の事実が
認められる場合

不動産登記
情報システム

所有権の登記
名義人の氏名に
死亡を示す符号
（◇）を表示

（※） 住基ネットについては、所有権の登記名義人の住所等の変更情報を取得する仕組みの
 中で、死亡情報も取得することが可能であるため、この仕組みを活用

【新第76条の4】

R8.4.1
施行

住基ネット

死亡の有無について
所要の確認を実施
（戸籍の確認等）

長期相続登記等未了土地解消事業等の
法務局の事務において、所有権の登記名義
人の戸籍等を確認
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所有不動産記録証明制度

○ 現行不動産登記法の下では、登記記録は、土地や建物ごとに作成されており（物的編成主義）、
全国の不動産から特定の者が所有権の登記名義人となっているものを網羅的に抽出し、その結果を
公開する仕組みは存在しない

○ その結果、所有権の登記名義人が死亡した場合に、その所有する不動産としてどのようなものがあ
るかについて相続人が把握しきれず、見逃された土地について相続登記がされないまま放置されてし
まう事態が少なからず生じていると指摘されている

所有不動産記録証明制度について

Ａ

登記官において、特定の者が所有権の登記名義人として記録されている不動産（そのような不動産がない場合
には、その旨）を一覧的にリスト化し、証明する制度を新設

【所有不動産記録証明書の交付請求が可能な範囲】

（相続人による請求）被相続人その他の被承継人が所有権の登記名義人
として記録されている不動産
（本人による請求）自らが所有権の登記名義人として記録されている不動産

※第三者による請求は不可

⇒ 相続登記を促進するとともに、不動産承継を円滑化する効果を期待

○ 相続人において被相続人名義の不動産を把握しやすくすることで、相続登記の申請に当たっての当事者の手続
的負担を軽減するとともに登記漏れを防止

○ 将来の相続発生に備えて遺言を用意するために自己の所有する不動産を把握したい、融資を受ける際などに全
国に点在する自社の所有する不動産を証明したいといったニーズにも対応

R8.2.2施行

プライバシー等に配慮して、請求の範囲を次のとおり限定

手 数 料 額

書 面 請 求 1,600円

オ ン ラ イ ン
請 求

送 付 1,500円
窓 口 交 付 1,470円

現 状

＜所有不動産記録証明書（見本）＞
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長期相続登記等未了土地解消事業の概要

長期間にわたり相続登記がされていない土地について、登記官が、公共事業等の実施主体から
の求めに応じて法定相続人を探索し、その結果を長期相続登記等未了土地へ登記するとともに、
法定相続人情報を登記所へ備え付けることにより、事業実施主体が公共事業等の遂行に活用する
ことができるようにする制度。全国５０局の全ての法務局で実施

＜登記記録＞

＜法定相続人情報＞

□ 制度概要

※法定相続人情報
登記官が戸除籍謄本に基づき作成

する、所有権の登記名義人に係る相
続人を一覧化した図

○ 事業実施主体の所有者探索を簡便化し、コストを削減
○ 公共事業用地の取得等が容易になり、円滑な事業の実施を促進

★ 効果

□ 手続の流れ

①事業実施主体からの要望を
聴取し、対象土地を決定

②登記官による法定相続人の調査 ③法定相続人情報の作成 ④事業実施主体へ提供

＜戸籍の変遷＞
・明治１９年式戸籍
・明治３１年式戸籍
・大正４年式戸籍
・昭和２３年式戸籍
・平成６年式戸籍

復旧作業の本
格化に当たり、
有効的に活用
させていただ
きます

 朝倉市長への手交の様子
（出典：福岡法務局ホームページ）

説明会等を実施し、要望を聴取した上
で、事業対象とする土地を決定

用地対策連絡会（主催：岡山県）

（調査の一部は事業者に委託）

難解な旧戸籍や相続関係法制
についての知識も求められる

＜長期相続登記等未了土地＞

収集した戸除籍
謄本に基づき、
相続関係をまと
めた一覧図を作
成し、登記所に
備付け

登記名義人

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律第４９号）
平成３０年１１月１５日施行

政府方針（※）を踏まえた運用の見直し
（※）所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針（令和３年６月７日関係閣僚会議決定）：①～③

規制改革実施計画（令和７年６月１３日閣議決定）：①④

①民間事業者からの直接の要望受入れ

民間が行う事業のうち、法律上の根拠のある事業
（法律に事業が直接に規定されていなくても、条例、
補助金交付要綱等を含む公的な根拠がある事業）で
あり、公共性の高いものを解消事業の対象とし、法
務局に直接要望することができる。

②法定相続人情報の作成要件の緩和

政令を改正し、法務局の行う法定相続人情報作成
の要件（死亡後の経過年数）を３０年から１０年
に短縮し、対象土地の範囲を拡大

③事業の効率化・合理化の一層の促進

事業実施の緊急性・必要性の高い土地等を選定し、
集中的に事業実施

④空家対策等への活用

公共の利益となる事業の実施主体から要望が
あったときは、長期間空家となっている建物等
の敷地について解消事業の対象とすることがで
きる。
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表題部所有者＊1欄の氏名・住所が正常に記録されていない登記となっている表題部所有者不明土地＊2について、
登記官が所有者の探索を行い、その結果を職権で登記する制度。全国の法務局で作業実施中。

□ 制度概要

□ 事業の流れ
①対象土地の選定・開始公告 ②登記官による調査 ③所有者等の特定・職権登記

④裁判所による管理命令

・対象土地は、事業実施主体
（地方公共団体等）の要望を
聴取した上で選定
・職権で所有者等探索を開始
・探索を開始する旨の公告

表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律第15号）
令和元年11月22日、令和２年11月１日段階施行

（例）
① 住所の記載がない土地（単有・共有）

「Ａ」
② 字持地

「大字○○」
③ 記名共有地

「Ａ外○名」 等

①85％

②11％
③４％

種類別の内訳

・実地調査
・立入調査
・公的資料や地域の土地に関する歴史的な文献等
の調査
・占有者やその土地の経緯を知る近隣住民等から
の聴き取り調査
・地方公共団体等に対する情報提供の求め
⇒ 所有者特定のため、広範囲にわたり調査実施

・所有者の特定に関する記録を作成し登記所に備
付け
・特定した所有者等を表題部所有者として登記
・所有者を特定できなかった場合は登記すべき者
がいない旨を登記

（＊1）表題部所有者･･･所有権の登記がない不動産について、登記記録の表題部の所有者欄に記録される所有者をいう。なお、
当事者の申請により所有権の登記がされると、表題部所有者に関する登記事項は抹消される。

（＊2）表題部所有者不明土地･･･旧土地台帳制度下における所有者欄の氏名・住所の変則的な記載が、昭和35年以降の土地台
帳と不動産登記簿の一元化作業後も引き継がれたことを原因とする所有者不明土地の一つ。全国約50万筆調査（平成29年
９月～平成30年5月実施）の結果、約１％存在していることが判明。所有者調査の手掛かりがなく、
所有者の発見が特に困難であり、用地取得や民間取引の大きな阻害要因。

必要に応じて任命 意見を提出
・利害関係人の申立てに基づき裁判所が
管理者を選任
・管理者は裁判所の許可を得て土地の
売却も可能
・売却代金は所有者のために供託

所有者を特定できなかった場合

表題部所有者不明土地解消事業の概要

本事業の結果、所有者の発見が特に困難な土地の利活用が可能となる効果

墓地、山林、畑等

・所有者探索に必要な知識や
経験を有する者（専門資格者
等）から任命された委員によ
る調査を実施

★ 所有者等探索委員による調査
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